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議案第２７号

（総　則）

　による。

（業務の予定量）

（収益的収入及び支出）

　　　　　収　　　　　　入

　　　　　支　　　　　　出

令和８年度那須町水道事業会計予算

第１条　令和８年度那須町水道事業会計の予算は、次に定めるところ

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1)　　給水戸数　　　　　　    　 10,951戸

(2)　　年間総給水量　　　　    3,187,000㎥

(3)　　一日平均給水量　　　　    　8,731㎥

(4)　　主な建設改良工事　　　　　老朽管更新事業　　　143,000千円

　　　　　　　　　　　　　　　　 水道施設整備事業　　 77,591千円

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款　水道事業収益            　  778,325千円

　第１項　営業収益    720,952千円

　第２項　営業外収益     57,370千円

　第３項　特別利益      3千円

第１款　水道事業費用　    764,823千円

　第１項　営業費用    721,206千円

　第２項　営業外費用     42,116千円

　第３項　特別損失     　 501千円

　第４項　予備費      1,000千円
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（資本的収入及び支出）

　　　　　収　　　　　　入

　第４項　工事負担金                         1千円

　　　　　支　　　　　　出

（企業債）

限度額

30,000千円

利率

年5.0％以内(ただ

し、利率の見直し

方式で借り入れる

地方公共団体金融

機構資金につい

て、利率の見直し

を行った後におい

ては当該見直し後

の利率)

償還の方法

政府資金について
は、その融資条件
により、銀行その
他の場合にはその
債権者と協定する
ものによる。ただ
し、財政その他の
都合により据置期
間及び償還期限を
短縮又は延長し、
繰上償還もしくは
低利に借換するこ
とができる。

水道管路緊

急改善事業

及び水道整

備事業

　第３項　投資その他の資産              50,000千円

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次の

　とおりと定める。

起債の目的 起債の方法

　第３項　繰入金                        27,871千円

　第５項　固定資産売却代金                   1千円

第１款　資本的支出　                   549,687千円

　第１項　建設改良費                   273,760千円

　第２項　企業債償還金                 225,927千円

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。（資本的

　収入額が資本的支出額に対し不足する額４８５，９４０千円は、当年度

　分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２０，０００千円、当年度分

　損益勘定留保資金２３５，０００千円、建設改良積立金２３０，９４０

第１款　資本的収入 　                   63,747千円

　第１項　企業債                        30,000千円

　第２項　出資金                         5,874千円

証書借入

又は

証券発行

　千円で補てんするものとする。）。
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（一時借入）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　　職員給与費　　　　　　　　８７，６５０千円

（他会計からの補助金）

第９条　企業債支払利息及び企業職員に係る児童手当に要する経費のため一

　般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３，６６０千円である。

（たな卸資産購入限度額）

　（１）　営業費用と営業外費用と特別損失との間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、 その経費の金額を、それ以外の経費

　の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合

　は、議会の議決を経なければならない。

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、１５，０００千円と定める。

那須町長　平　山　幸　宏

令和８年２月２６日提出

第６条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次

　のとおりと定める。
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令 和 ８ 年 度

水 道 事 業 会 計 予 算

に 関 す る 説 明 書





那須町水道事業会計予算実施計画

収　　　入 (単位：千円)

予 定 額 備 考

1 水 道 事 業 収 益 778,325

1 720,952

1 給 水 収 益 703,108

2 受 託 工 事 収 益 1

3 その他営業収益 17,843

2 57,370

1
受取利息及び
配当金

2,100

2 繰入金 3,660

3 長期前受金戻入 46,813

4 引当金戻入益 4

5 資本費繰入収益 1

6
消費税及び地方
消費税還付金

1

7 雑収益 4,791

3 3

1 過年度損益修正益 1

2 固定資産売却益 1

3 その他特別利益 1

令和８年度
収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項

営 業 収 益

目

営 業 外 収 益

特 別 利 益
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支　　　出 (単位：千円)

予 定 額 備 考

1 水 道 事 業 費 用 764,823

1 721,206

1 原水及び浄水費 242,495

2 配水及び給水費 89,952

3 受 託 工 事 費 140

4 総 係 費 89,592

5 減 価 償 却 費 295,258

6 資 産 減 耗 費 3,768

7 その他営業費用 1

2 42,116

1
支払利息及び企業
債取扱諸費

22,115

2
消費税及び地方
消費税

20,000

3 雑 支 出 1

3 501

1 過年度損益修正損 500

2 その他特別損失 1

4 1,000

1 予 備 費 1,000

款

特 別 損 失

予 備 費

営 業 外 費 用

目

収 益 的 収 入 及 び 支 出

項

営 業 費 用
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収　　　入 (単位：千円)

予 定 額 備 考

1 資 本 的 収 入 63,747

1 30,000

1 企 業 債 30,000

2 5,874

1 出 資 金 5,874

3 27,871

1 繰 入 金 27,871

4 1

1 工 事 負 担 金 1

5 1

1 固定資産売却代金 1

支　　　出 (単位：千円)

予 定 額 備 考

1 資 本 的 支 出 549,687

1 273,760

1 施 設 改 良 費 267,273

2 量 水 器 費 2,287

3 固定資産購入費 4,200

2 225,927

1 企 業 債 償 還 金 225,927

3 50,000

1 投 資 有 価 証 券 50,000

投資その他の資産

款

款 項

項

建 設 改 良 費

工 事 負 担 金

固定資産売却代金

出 資 金

繰 入 金

企 業 債

資本的収入及び支出

企 業 債 償 還 金

目

目
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令和8年度 那須町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（税抜、単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 8,859

減価償却費  295,258

固定資産除却費 3,668

賞与引当金の増減額（△は減少） 330

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 999

長期前受金戻入額 △ 46,813

受取利息及び受取配当金 △ 2,100

支払利息 22,115

未収金の増減額（△は増加） 1,329

未払金の増減額（△は減少） 28,546

貯蔵品の増減額（△は増加） 100

前受金の増減額（△は減少） △ 36

小計 292,539

利息及び配当金の受取額 2,100

利息の支払額 △ 22,115

業務活動によるキャッシュ・フロー 272,524

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 248,872

投資有価証券の取得による支出 △ 50,000

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 25,337

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 273,535

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 30,000

△ 225,927

他会計からの出資による収入 5,874

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 190,053

資金増加額（又は減少額） △ 191,064

資金期首残高 801,141

資金期末残高 610,077

（令和8年4月1日から令和9年3月31日まで）

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
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法　定

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計 福利費 合　計

 （人）  （人）（千円）（千円）（千円）（千円）（千円）（千円）

扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 時間外 管理職特別

区　分 手　当 手　当 手　当 手　　当 勤務手当 勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 540 300 870 120 4,100 40

前年度 940 300 580 120 3,800 40

比　較 △400 0 290 0 300 0

管理職 期　末 勤　勉 地　域 児  童

手　当 手　当 手　当 手　当 手　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

380 10,500 10,100 1,770 630 29,350

380 10,100 9,700 830 630 27,420

0 400 400 940 0 1,930

増減額

手　　当 1,930 その他の増減分 1,930 職員構成の変動に伴う増額 1,930

給　　料 3,000 その他の増減分 3,000 職員構成の変動に伴う増額 3,000

区　　分
増減事由別内訳

説　　　　　　明 備　考

職 員 手 当

の 内 訳

計

２．給料及び手当の増減額の明細                                                                （単位：千円）

41,000

4,970 800 5,770

87,650

27,420 68,460 13,420 81,880

比較 0 0 40 3,000 1,930

前年度 8 10 40

80

給　与　費　明　細　書

１．総　括

職　員　数 給　　　　　与　　　　　費

区　　分

本年度 8 10 44,000 29,350 73,430 14,220
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区分

技　　師
副 主 幹 主任主査

行政職 課　　長 課長補佐 係　　長
主　　査 技　　師

主　　幹 副 主 幹
主任主査 主　　事 主　　事

　（級別の標準的な職務内容）

６　　級 ５　　級 ４　　級 ３　　級 ２　　級 １　　級

３級 1 14.3 ３級

計 7 100.0 計 3 100.0

１級 1 14.3 １級

５級 1 14.3 ５級 3 100.0

令
和
7
年
1
月
1
日
 
現
在

６級 0 0.0

４級 2 28.6 ４級

２級 2 28.6 ２級

３級 3 42.9 ３級

計 7 100.0 計 3 100.0

１級 1 14.3 １級

５級 1 14.3 ５級 3 100.0

令
和
8
年
1
月
1
日
 
現
在

６級 0 0.0

４級 2 28.6 ４級

２級 0 0.0 ２級

　（３）級別職員数

区分
　行　　政　　職 技 能 労 務 職

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

高 校 卒 200,300 200,300

大 学 卒 232,000 232,000

平 均 年 齢（歳） 40.3 53.5

　（２）初任給

区　 分 行 政 職 （円）
一般会計の制度

行 政 職 （円）

平均給料月額（円） 301,786 345,467

令和7年1月1日 現在 平均給与月額（円） 342,607 360,576

令和8年1月1日 現在 平均給与月額（円） 358,815 378,990

平 均 年 齢（歳） 39.6 54.5

３．給料及び手当の状況

　（１）職員１人あたりの給料

区　　　　　　　　　　　分 行 政 職 技 能 労 務 職

平均給料月額（円） 320,786 363,067
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合　　計 行　政　職 技能労務職

(Ａ)　(人) 10 7 3

(Ｂ)　(人) 10 7 3

本 １号給　(人)

２号給　(人)

３号給　(人)

年 ４号給　(人) 10 7 3

５号給　(人)

６号給　(人)

度 ７号給　(人)

８号給　(人)

100.0 100.0 100.0

(Ａ)　(人) 10 7 3

(Ｂ)　(人) 10 7 3

前 １号給　(人)

２号給　(人)

３号給　(人)

年 ４号給　(人) 10 7 3

５号給　(人)

６号給　(人)

度 ７号給　(人)

８号給　(人)

100.0 100.0 100.0

合　　計 行　政　職 技能労務職

0.35 0.00 1.00

20.00 0.00 66.67

  0 5,000
　　　　　平 均 支 給 月 額　　 （円）

　　　　　代表的な特殊勤務手当の名称 　　施設管理技術員手当

5,000

区　　　　　　　　　分

　　　　　給料総額に対する比率　（％）

　　　　　支給対象職員の比率　　（％）

（令和8年1月1日 現在）

　　　　　支給対象職員１人当たり

　（５）特殊勤務手当

　（４）昇給

区　　　　　分

 職　　　 員　　　 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

 比　　　率 (Ｂ) ／ (Ａ)　(％)

 職　　　 員　　　 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

 比　　　率 (Ｂ) ／ (Ａ)　(％)
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支給率計

　６月(月分) １２月(月分) （月分）

本 年 度 2.300 2.350 4.65

前 年 度 2.300 2.300 4.60

一般会計の制度 2.300 2.350 4.65

20年勤続の 25年勤続の 35年勤続の 最高限度 その他の

者（月分） 者（月分） 者（月分） （月分） 加算措置等

定年前早期

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退職特例措置

(3～45％)

一般会計の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 同　　上

区　　分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当 同

有

有

有

※期末手当及び勤勉手当の支給率は、人事院勧告に基づき変更になる場合があります。

　（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　　分 備　考

（８）その他の手当

一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

同

同

同

　（６）期末手当、勤勉手当

区　　　分
支給期別支給率 職制上の段階職務の

備　考
級等による加算措置
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          　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末まで

          　　　の支払義務発生額又は支払額の見込み及び当該年度以降の支払義

（単位：千円）

期　　間 期　　間 企業債
国庫補助

金
営業収益及び
営業外収益

        　　　  務発生予定額に関する調書

事　　　　項 限度額

  前年度末までの支払   当該年度以降の支払

  義務発生（見込）額   義務発生予定額

金　　額 金　　額 その他

令和７年度水道水
質検査業務委託

20,207 令和7年度 0 令和8年度 20,207

令和７年度高津・
下川浄水場ろ過池
清掃業務委託

8,800 令和7年度 0 令和8年度 8,800

令和７年度小島・
旧黒田浄水場ろ過
池清掃業務委託

7,975 令和7年度 0 令和8年度 7,975

89,760

令和６年度自家用
電気工作物
保安管理業務委託

6,303
令和6年度

～
令和7年度

1,959
令和8年度

～
令和9年度

3,918

令和７年度湯本浄
水場外３ろ過池清
掃業務委託

6,578 令和7年度 0 令和8年度 6,578

令和７年度水道料
金等徴収業務委託

89,760 令和7年度 0
令和8年度

～
令和10年度

左の財源内訳

20,207

7,975

8,800

6,578

3,918

89,760
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那須町水道事業予定貸借対照表

１

(１) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 247,478
ロ 建 物 479,218

減 価 償 却 累 計 額 △247,637 231,581
ハ 構 築 物 13,779,964

減 価 償 却 累 計 額 △8,211,124 5,568,840
ニ 機 械 及 び 装 置 3,103,392

減 価 償 却 累 計 額 △2,549,963 553,429
ホ 車 輌 運 搬 具 18,250

減 価 償 却 累 計 額 △11,668 6,582
ヘ 工具器具及び備品 29,449

減 価 償 却 累 計 額 △25,892 3,557
ト 量 水 器 68,805

減 価 償 却 累 計 額 △41,456 27,349
チ 建 設 仮 勘 定 46,988

6,685,804
(２) 無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 451
ロ 施 設 利 用 権 2,315

2,766
(３) 投資その他の資産

イ 投 資 有 価 証 券 299,342
299,342

6,987,912
２

(１) 現 金 預 金 610,077
(２) 未 収 金 20,195

貸 倒 引 当 金 △ 3,576 16,619
(３) 貯 蔵 品 16,288
(4) そ の 他 流 動 資 産 1,000

643,984
7,631,896

令和8年度
　（令和9年3月31日）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

（税抜、単位：千円）

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合計
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３

(１) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,187,186

企 業 債 合 計 1,187,186

(２) 引 当 金

イ 修 繕 引 当 金 74,810

引 当 金 合 計 74,810

1,261,996

４

(１) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 199,386

企 業 債 合 計 199,386

(２) 未 払 金 201,957

(３) 前 受 金 904

(４) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 8,010

引 当 金 合 計 8,010

(５) そ の 他 流 動 負 債 8,184

418,441

５

(１) 長 期 前 受 金 1,687,507
(２) 長期前受金収益化累計額 △ 662,420

1,025,087
2,705,524

６ 3,838,677

７

(１) 資 本 剰 余 金

イ 工 事 負 担 金 43,944

ロ 国 庫 補 助 金 232,131

276,075

(２) 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 85,002

ロ 利 益 積 立 金 31,744

ハ 建 設 改 良 積 立 金 229,425

ニ
当年度未処分利益
剰余金（△欠損金） 465,449

811,620

1,087,695

4,926,372
7,631,896

（税抜、単位：千円）

負 債 の 部

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
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Ⅰ　重要な会計方針

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券　償却原価法（定額法）

２ 固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

・減価償却の方法

　　　　定額法（取替資産については取替法）

・主な耐用年数

（２） 無形固定資産

・減価償却の方法

　定額法

３ 引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

（２） 貸倒引当金

　

　

（３） 賞与引当金

（４） 修繕引当金

　

４ 消費税等の会計処理

　

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

２ 賞与引当金の取崩し

３ 貸倒引当金の取崩し

Ⅲ　リース契約により使用する固定資産

１ リース会計に係る特例措置

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理によっている。

注　　　記　　　表

　職員の退職手当に係る追加的な負担金は、覚書に基づき全て一般会計が負担すること

となっているため、退職給付引当金は計上していない。

建物：15～50年、構築物：10～50年、機械及び装置：10～20年、車輛運搬具：5年、

工具器具及び備品：5～20年

　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。

　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるた

め、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月

までの４か月分）を計上している。

　会計基準改正前に計上してあった修繕引当金を計上している。

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

に償還予定のものを含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５７１，１６７

千円である。

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内

令和８年度において、期末勤勉手当６月分（法定福利費を含む）として１１，５２０千円

を支給することになるため、賞与引当金７，６８０千円を取崩す予定である。

令和８年度において、不納欠損による損失を計上するため、貸倒引当金４３千円

を取崩す予定である。

地方公営企業法施行規則第55条に規定するリース会計に係る特例を適用し、所有権移転
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令和7年度 那須町水道事業予定損益計算書

（単位：千円）

1

(1) 給 水 収 益 665,245

(2) そ の 他 営 業 収 益 16,472 681,717

２

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 205,230

(2) 配 水 及 び 給 水 費 73,450

(3) 受 託 工 事 費 81

(4) 総 係 費 124,360

(5) 減 価 償 却 費 289,780

(6) 資 産 減 耗 費 3,333 696,234

△ 14,517

３

(1) 受 取 利 息 1,336

(2) 繰 入 金 4,253

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 46,475

(4) 雑 収 益 5,597 57,661

４

(1) 支 払 利 息 24,657 24,657 33,004

18,487

５

(1) そ の 他 特 別 損 失 5,659 5,659 5,659

12,828

45,321

185,219

243,368

営 業 外 費 用

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益 （ 損 失 ）

営 業 外 収 益

当年度未処分利益剰余金(未処理欠損金)

経 常 利 益 （ 損 失 ）

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益 ( 純 損 失 )

前年度繰越利益剰余金(欠損金)

その他未処分利益剰余金変動額
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那須町水道事業予定貸借対照表

１

(１) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 247,478

ロ 建 物 479,218

減 価 償 却 累 計 額 △ 238,706 240,512

ハ 構 築 物 13,656,789

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,981,132 5,675,657

ニ 機 械 及 び 装 置 3,023,826

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,501,264 522,562

ホ 車 輌 運 搬 具 14,431

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,330 3,101

ヘ 工具器具及び備品 29,449

減 価 償 却 累 計 額 △ 25,484 3,965

ト 量 水 器 67,894

減 価 償 却 累 計 額 △ 42,160 25,734

チ 建 設 仮 勘 定 16,752

6,735,761

(２) 無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 451

ロ 施 設 利 用 権 2,408

2,859
(３) 投資その他の資産

イ 投 資 有 価 証 券 249,342
249,342

6,987,962

２

(１) 現 金 預 金 801,141

(２) 未 収 金 21,525

貸 倒 引 当 金 △ 4,575 16,950

(３) 貯 蔵 品 16,388

(4) そ の 他 流 動 資 産 1,000

835,479
7,823,441

令和7年度
　（令和8年3月31日）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

（税抜、単位：千円）

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３

(１) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,356,572

企 業 債 合 計 1,356,572

(２) 引 当 金

イ 修 繕 引 当 金 74,810

引 当 金 合 計 74,810

1,431,382

４

(１) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 225,927

企 業 債 合 計 225,927

(２) 未 払 金 173,407

(３) 前 受 金 941

(４) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 7,680

引 当 金 合 計 7,680

(５) そ の 他 流 動 負 債 8,184

416,139

５

(１) 長 期 前 受 金 1,662,170
(２) 長期前受金収益化累計額 △ 615,607

1,046,563
2,894,084

６ 3,832,803

７

(１) 資 本 剰 余 金

イ 工 事 負 担 金 43,944

ロ 国 庫 補 助 金 232,131

276,075

(２) 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 85,002

ロ 利 益 積 立 金 31,744

ハ 建 設 改 良 積 立 金 460,365

ニ
当年度未処分利益
剰余金（△欠損金） 243,368

820,479

1,096,554

4,929,357
7,823,441

（税抜、単位：千円）

負 債 の 部

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
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水 道 事 業 会 計

収 入 及 び 支 出 の 明 細







本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

1 水道事業収益 778,325 807,736 △29,411

1 営業収益 720,952 749,771 △28,819

1 給水収益 703,108 731,770 △28,662

令和8年度那須町水道事業会計予算明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

目 比　　　較款

収　　　入

項

- 19 -



(単位：千円)

区　分 金　　額

 

 

水道料金 689,256 水道料金

給水戸数　　10,951 戸

　 1.基本料金

(1) 家事用

　　　　　1,600円×6,120戸×12月×1.1 129,254

(2) 営業用

　　　　　1,600円×1,569戸×12月×1.1 33,137

(3) 団体用

　　　　　1,600円×  249戸×12月×1.1 5,259

(4) 特別用

　　　　　1,600円×3,013戸×12月×1.1 63,635

　 2.超過料金

(1) 家事用

　　　　　170円×  739,556㎥×1.1 138,297

(2) 営業用

　　　　　180円×1,464,728㎥×1.1 290,016

(3) 団体用

　　　　　180円×  110,389㎥×1.1 21,857

(4) 特別用

　　　　　180円×   39,399㎥×1.1 7,801

量水器使用料 13,852  量水器使用料

給水戸数　　10,951 戸

　　  (1) 13mm

　　　　　　 80円×　8,713戸×12月×1.1 9,201

　　  (2) 20mm

　　　　　　 90円×　1,801戸×12月×1.1 2,139

　　  (3) 25㎜

　　　　　　100円×  　242戸×12月×1.1 319

　　  (4) 30mm

　　　　　　320円×　　 77戸×12月×1.1 325

　　  (5) 40mm

　　　　　　370円×     77戸×12月×1.1 376

　　  (6) 50mm

　　　　　2,400円×   　28戸×12月×1.1 887

　　  (7) 75mm

　　　　　3,000円×   　11戸×12月×1.1 436

　　  (8)100mm

　　　　　6,400円×    　2戸×12月×1.1 169

節
説　　明
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

2 受託工事収益 1 1 0

3 その他営業収益 17,843 18,000 △157

2 営業外収益 57,370 57,962 △592

1 受取利息及び 2,100 1,336 764

配当金

2 繰入金 3,660 4,165 △505

3 長期前受金戻入 46,813 46,475 338

4 引当金戻入益 4 3 1

5 資本費繰入収益 1 1 0

6 消費税及び地方 1 1 0

消費税還付金

7 雑収益 4,791 5,981 △1,190

3 特別利益 3 3 0

1 過年度損益修正益 1 1 0

2 固定資産売却益 1 1 0

3 その他特別利益 1 1 0

比　　　較款

収　　　入

項 目
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区分 金　　額

受託工事収益 1  受託工事収益 1

手数料 1,037 設計審査手数料  　　140件× 1,500円 210

工事検査手数料　　　135件× 1,500円 202

休止手数料       　　95件× 5,000円 475

指定工事事業者更新手数料

　　　　　　　　　　  9件×15,000円 135

指定工事事業者新規指定手数料

　　　　　　　　　　　1件×15,000円 15

材料売却収益 1  材料売却収益 1

加入金 16,805 加入金　　75件×203,700円×1.10 16,805

 

預金利息 1  預金利息 1

有価証券利息 2,099  有価証券利息 2,099

一般会計繰入金 3,660  統合前簡易水道事業債償還利子の1/2 890

 統合後簡水再編事業債償還利子の1/2 2,152

 最終処分場周辺整備事業債(利子分)他 618

長期前受金戻入 46,813  長期前受金戻入 46,813

賞与引当金戻入益 1  賞与引当金戻入益 1

退職給付引当金戻入益 1  退職給付引当金戻入益 1

修繕引当金戻入益 1  修繕引当金戻入益 1

その他引当金戻入益 1  その他引当金戻入益 1

資本費繰入収益 1  資本費繰入収益 1

消費税及び地方 1  消費税及び地方消費税還付金 1

消費税還付金

有価証券売却収益 1  有価証券売却収益 1

不用品売却益 1  不用品売却益 1

その他雑収益 4,789  下水道料金収納業務受託料 3,288

 システム更新に係る下水道負担分等 1,501

 

過年度損益修正益 1  過年度損益修正益 1

固定資産売却益 1  固定資産売却益 1

その他特別利益 1  その他特別利益 1

                                        (単位：千円)

説　　明
節
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

1 水道事業費用 764,823 771,363 △6,540

1 営業費用 721,206 728,863 △7,657

1 原水及び浄水費 242,495 223,005 19,490

2 配水及び給水費 89,952 80,891 9,061

目 比　　　較

支　　　出

款 項
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(単位：千円)

区　分 金　　額

 

 

給料 21,000  職員　４名 21,000

手当 8,790  特勤手当 120

 通勤手当 180

 時間外手当 2,000

 期末手当 2,930

 勤勉手当 2,730

 地域手当 830

賞与引当金繰入額 3,350  賞与引当金繰入 3,350

法定福利費 5,890  共済組合負担金 5,890

備消品費 524  車両用消耗品費 322

 施設維持管理用消耗品費 202

燃料費 2,141  車両用燃料費 1,286

 浄水場用燃料費 855

光熱水費 1,191  浄水施設電気料（電灯） 1,191

通信運搬費 2,602  浄水場管理舎等電話料、電波利用料等 2,602

委託料 126,683  水質検査委託料 20,207

 施設維持管理委託料 105,605

 放射能対策委託料 871

手数料 89  腸内細菌検査手数料 60

 車検代行料等 29

修繕費 7,890  車両修繕費 360

 施設修繕費 7,530

動力費 57,290  浄水施設電気料（動力） 57,290

材料費 4,140  浄水場ろ過砂 2,640

 各施設用修繕用材料費 1,500

保険料 901  車両保険料 141

 水道設備損害保険料 659

 建物火災保険料等 101

雑費 14  自動車重量税 14

給料 10,000  職員　3名 10,000

手当 5,560  扶養手当 160

 通勤手当 210

 時間外手当 1,100

 期末手当 1,730

 勤勉手当 1,730

 児童手当 240

 地域手当 390

賞与引当金繰入額 2,010  賞与引当金繰入 2,010

法定福利費 3,130  共済組合負担金 3,130

節
説　　明

- 24 -



本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

3 受託工事費 140 90 50

4 総係費 89,592 131,763 △42,171

支　　　出

款 項 目 比　　　較
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(単位：千円)

区　分 金　　額

備消品費 397  車両用消耗品費 190

 施設維持管理用消耗品費 207

燃料費 268  車両用燃料費 268

光熱水費 900  配水施設電気料（電灯） 900

通信運搬費 1,417  配水施設電話料 1,417

委託料 11,168  量水器交換委託料 8,554

 施設維持管理委託料 2,614

手数料 10  車検代行手数料等 10

賃借料 1,378  水道施設用地賃借料 1,378

修繕費 45,449  車両修繕費 80

 量水器修繕費 9,482

 施設修繕費 31,838

 減圧弁修繕工事 4,049

動力費 1,599  配水施設電気料（動力） 1,599

材料費 6,600  給水管、配水管漏水修理用材料 6,600

保険料 66  車両保険料 55

 建物火災保険料等 11

備消品費 5  工事用消耗品費 5

燃料費 10  工事用燃料費 10

修繕費 10  機械器具修繕費 10

材料費 100  工事用材料費 100

路面復旧費 10  路面復旧費 10

雑費 5  雑費 5

給料 13,000  職員　3名 13,000

手当 8,120  扶養手当 380

 管理職手当 380

 通勤手当 480

 時間外手当 1,000

 住宅手当 300

 期末手当 2,330

 勤勉手当 2,270

 児童手当 390

 管理職特別手当 40

 地域手当 550

賞与引当金繰入額 2,650  賞与引当繰入 2,650

法定福利費 4,070  共済組合負担金 4,070

報酬 80  上下水道審議会委員報酬 80

旅費 93  上下水道審議会委員旅費 16

 職員普通旅費 77

退職給付費 7,304  退職手当組合負担金 7,304

説　　明
節
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

5 減価償却費 295,258 289,780 5,478

6 資産減耗費 3,768 3,333 435

支　　　出

款 項 目 比　　　較
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(単位：千円)

区　分 金　　額

被服費 40  被服費 40

備消品費 1,825  車両用消耗品費 87

 事務用消耗品費他 1,738

燃料費 232  車両用燃料費 232

光熱水費 720  庁舎用電気料 720

印刷製本費 2,597  事務用印刷製本費 68

 納入通知書等印刷製本費 2,529

通信運搬費 4,755  庁舎用電話料等 681

 事務用郵送料等 4,074

委託料 35,184  水道料金等徴収業務委託料 29,920

 水道事業システム機器保守料等 2,988

 水道地理情報システム保守点検委託料 569

 庁舎電話機保守料 44

 庁舎警備業務委託料等 673

 公認会計士相談料 990

手数料 2,474  水道料金等取扱手数料等 2,474

賃借料 5,291  水道事業システム機器リース料 934

 水道事務システムソフトウェアレンタル料 574

 事務機器リース料 264

 水道設計システム等 3,519

修繕費 320  車両用修繕費 140

 庁舎修繕費 80

 検針器等修繕費 100

負担金 258  日本水道協会 113

 日本水道協会関東地方支部 23

 日本水道協会栃木県支部 6

 日本水道協会関東支部総会負担金 7

 安全運転管理者協議会 12

 その他の実務研修等 97

厚生費 5  常備医薬品購入費 5

保険料 519  車両保険料 51

 水道賠償責任保険料 468

貸倒引当金繰入額 1  貸倒引当金繰入額 1

雑費 54  高速道路等通行料等 54

有形固定資産 295,165  建物 8,932

減価償却費  構築物 236,491

 機械及び装置 48,699

 車両運搬具 339

 工具器具及び備品 408

 量水器 296

無形固定資産 93  施設利用権 93

減価償却費

固定資産除却費 3,668  施設、機械器具等除却費 3,668

節
説　　明

- 28 -



本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

7 その他営業費用 1 1 0

2 営業外費用 42,116 39,658 2,458

1 支払利息及び企 22,115 24,657 △2,542

業債取扱諸費

2 消費税及び地 20,000 15,000 5,000

方消費税

3 雑支出 1 1 0

3 特別損失 501 1,842 △1,341

1 過年度損益修正損 500 1,841 △1,341

2 その他特別損失 1 1 0

4 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0

支　　　出

款 項 目 比　　　較
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(単位：千円)

区　分 金　　額

棚卸資産減耗費 100  棚卸資産減耗費 100

雑費 1  雑費 1

 

企業債利息 22,115  企業債償還利息 22,115

消費税及び地 20,000  消費税及び地方消費税 20,000

方消費税

その他雑支出 1  その他雑支出 1

 

過年度損益修正損 500  水道料金等不納欠損他 500

その他特別損失 1  その他特別損失 1

 

予備費 1,000  予備費 1,000

節
説　　明
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

1 資本的収入 63,747 150,941 △87,194

1 企業債 30,000 93,400 △63,400

1 企業債 30,000 93,400 △63,400

2 出資金 5,874 5,875 △1

1 出資金 5,874 5,875 △1

3 繰入金 27,871 30,309 △2,438

1 繰入金 27,871 30,309 △2,438

4 補助金 0 21,355 △21,355

1 国庫補助金 0 21,355 △21,355

5 工事負担金 1 1 0

1 工事負担金 1 1 0

6 固定資産 1 1 0

売却代金 1 固定資産売却代金 1 1 0

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

1 資本的支出 549,687 596,278 △46,591

1 建設改良費 273,760 314,127 △40,367

1 施設改良費 267,273 307,394 △40,121

2 量水器費 2,287 2,178 109

3 固定資産購入費 4,200 4,555 △355

2 企業債償還金 225,927 232,151 △6,224

1 企業債償還金 225,927 232,151 △6,224

3 投資その他の資産 50,000 50,000 0

1 投資有価証券 50,000 50,000 0

支　　　出

款 項 目 比　　　較

資 本 的 収 入 及 び 支 出
収　　　入

款 項 目 比　　　較
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(単位：千円)

区　分 金　　額

 

 

企業債 30,000  町単独事業 30,000

 

出資金 5,874  吉田・松沼地区配水管整備事業 5,874

 

一般会計繰入金 27,871  統合前簡易水道事業債償還元金の1/2 15,789

 統合後簡易水道事業債償還元金の1/2 11,082

 消火栓設置に要する経費分 1,000

 

国庫補助金 0 0

 

工事負担金 1  工事負担金 1

 

固定資産売却代金 1  固定資産売却代金 1

(単位：千円)

区　分 金　　額

 

 

委託料 36,751  六斗地水源整備事業 36,751

工事請負費 220,591  老朽管更新事業 143,000

 水道施設整備事業 77,591

機械器具購入費 9,931  インターナルパイロット式フロート弁他 9,931

量水器費 2,287  量水器費（口径13mm～75mm） 2,287

備品購入費 4,200  車輛購入費 4,200

 

企業債償還金 225,927  企業債償還元金 225,927

 

投資有価証券 50,000  有価証券購入 50,000

節
説　　明

節
説　　明
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